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１ 大垣市多文化共生推進指針の概要 

 

⑴ 指針の位置づけ 

この指針は、「大垣市未来ビジョン」を上位計画とし、本市の多文化共生を推進する

施策の方向性を明らかにするものです。 

 

⑵ 指針の期間 

令和 4 年度から令和 8年度までの 5年間 

 

⑶ 基本理念 

外国人と日本人が協力して創る 多文化が共生する産業文化都市 

 

⑷ 基本目標 

① 日本語教育の推進 

令和 2 年度に新しく「日本語教育推進法」が制定されたことを受け、外国人市民

への日本語教育を推進します。 

 

② 多言語対応等の推進 

    多言語による対応及び情報提供は、外国人市民の生命にかかわる場合があり

ます。そのため、多言語による対応を推進します。 

 

③ 相互理解の促進 

    外国人市民と日本人市民が地域で共生していくためには、外国人市民の日本

語習得や、多言語による対応のみでは不十分です。そのため、日本人市民と外

国人市民の相互理解を基本目標に掲げ、関連する取り組みを促進します。 

 

④ 災害対策の推進 

線状降水帯やゲリラ豪雨による災害が全国各地で発生したほか、南海トラフ地震

発生の脅威が高まっています。このため、外国人市民の災害対策を基本目標の1 つ

として取り組みを進めます。 

 

⑤ 外国人市民の活躍の促進 

外国人市民との意見交換事業のほか、外国人を雇用する企業や市民団体等との連

携に取り組み、外国人市民が地域で活躍できる社会の構築を目指します。
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⑸ 施策体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 2：多言語対応等の推進 

⑵ 外国人児童生徒（子ども）に対する日本語教育 

⑴ 多言語による相談体制の充実 

外国人と日本人が協力して創る 多文化が共生する産業文化都市 基本理念 

基本目標 1：日本語教育の推進 

基本目標 3：相互理解の促進 

⑴ 外国人市民（大人）に対する日本語教育 

基本目標 4：災害対策の推進 

⑴ 日本人市民の多文化共生理解の促進 

⑵ 多様な方法による生活情報等の多言語提供 

⑴ 災害に備えるための体制整備 

⑵ 外国人市民の日本文化等理解の促進 

基本目標 5：外国人市民の活躍の促進 

⑴ 社会参画・市民協働の促進 
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２ 大垣市多文化共生推進指針 令和7年度事業計画・実績、令和8年度計画 

◎基本目標１：日本語教育の推進 

１-⑴ 外国人市民（大人）に対する日本語教育(2事業) 

施策内容 
従来から実施している日本語教室や、マンツーマン方式の日本語学習に加え、オンラインによる学

習機会を設けるなど、多様な形態で日本語の習得を支援します。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向 

性 

1 「日本語

教室」開

催事業 

大垣国際

交流協会 

外国人市民の日本語能力に応じた

学習機会を提供し、日本語習得を支援

する。 

⑴ 外国人市民のための日本語教室 

 ・レベル1（10回×3期） 

 ・レベル2（10回×3期） 

⑵ マンツーマン方式日本語学習支援 

 （毎日） 

⑶ にほんごおしゃべりルーム 

 （毎日曜日） 

⑷ やさしい日本語講座 

⑴ 外国人市民のための日本語教室 

 ・レベル1（10回×3期） 

 ・レベル2（10回×3期） 

 （受講者数のべ107人） 

⑵ マンツーマン方式日本語学習支援 

 （毎日） 

 （年度末学習者数79人） 

⑶ にほんごおしゃべりルーム 

 （毎日曜日、参加外国人数のべ20人） 

⑷ やさしい日本語講座（1回・14人） 

A 継続 

令和8年度計画 

外国人市民の日本語能力に応じた学習機会を提供し、日本語習得を支援する。 

⑴ 外国人市民のための日本語教室 

 ・レベル1（10回×3期） 

 ・レベル2（10回×3期） 

⑵ マンツーマン方式日本語学習支援 （毎日） 

⑶ にほんごおしゃべりルーム （毎日曜日） 

⑷ やさしい日本語講座 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

2 ボランテ

ィア活動

推進事業 

大垣国際

交流協会 

日本語指導ボランティア講座を開

催し、外国人市民の日本語学習を支援

する担い手を確保する。また、全ボラ

ンティアを対象とした講演会と交流

会を開催し、活動報告と課題を共有し

つつ親睦を図る。 

⑴ 日本語学習支援ボランティア講 

 座 

・1期5回×2期 

・交流会（回数：2回） 

⑵ ボランティアの集い 

・回数：1回 

⑴ 日本語学習支援ボランティア講座 

・第1期（交流会含む） 

 （1期5回、受講者数23人） 

・第2期（交流会含む） 

 （1期5回、受講者数13人） 

⑵ ボランティアの集い 

・回数：1回（参加者数19人） 
A 継続 

令和8年度計画 

日本語指導ボランティア講座を開催し、外国人市民の日本語学習を支援する担い手を確

保する。また、全ボランティアを対象とした講演会と交流会を開催し、活動報告と課題を

共有しつつ親睦を図る。 

⑴ 日本語学習支援ボランティア講座 1期5回×2期、交流会（回数：2回） 

⑵ ボランティアの集い       回数：1回 
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施策の方向1-⑴の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

外国人市民のための日本語教室

開催（期） 

Ａ目標値 6 6 6 

Ｂ実績値 6 6  

達成率(B/A) 100％ 100%  

 

 

 

１-⑵ 外国人児童生徒（子ども）に対する日本語教育(7事業)  

施策内容 
幼保教育と学校教育が連携した就学前のプレスクール、就学後の初期指導教室・日本語教室、放課

後支援教室など切れ目のない支援により、外国人児童生徒の日本語学習と学力向上を支援します。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

1 「初期指

導教室」

開催事業 

 

学校教育

課 

来日間もない等の理由により日本

語能力が不十分な児童生徒に対して、

日本語指導や教科指導、生活適応指導

等を行う。 

・場所：静里小学校  

・開設日時：火曜日を除く 

      平日9時～13時半 

・期間：4月～3月 

・指導員：8人 

「初期指導教室」を静里小学校で開

講した。 

 

・開設日時：火曜日を除く  

      平日9時～13時半 

・期間：4月～3月                                          

・指導員：8人 

A 継続 

令和8年度計画 

来日間もない等の理由により日本語能力が不十分な児童生徒に対して、日本語指導や教

科指導、生活適応指導等を行う。 

・場所：静里小学校  

・開設日時：火曜日を除く 平日9時～13時半 

・期間：4月～3月 

・指導員：8人 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画  令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

2 小中学校

「日本語

教室」開

催事業 

学校教育

課 

初期指導教室を修了または中級程

度の日本語指導や教科指導の補習が

必要な児童生徒に対し、日本語指導及

び教科指導を行う。 

  ・期間：4月～3月(毎日開設) 

 ・指導員：常勤講師8校10人 

         非常勤講師12校9人 

         日本語指導補助員14人 

      （市費12人、県費2人） 

  ・場所：市内15校 

 （拠点校）西・北・静里・江東・中

川・荒崎小、西・西部中 

 （準拠点校）東・日新・安井・宇留

生・綾里・小野小、江並中 

 

「日本語教室」を拠点校及び準拠点

校で開講した。 

 ・期間：4月～3月(毎日開設) 

 ・指導員：常勤講師8校10人 

       非常勤講師12校9人 

       日本語指導補助員14人 

      （市費12人、県費2人） 

 ・場所：市内15校 

 （拠点校）西・北・静里・江東・中

川・荒崎小、西・西部中 

 （準拠点校）東・日新・安井・宇留

生・綾里・小野小、江並中 

A 継続 
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令和8年度計画 

初期指導教室を修了または中級程度の日本語指導や教科指導の補習が必要な児童生徒

に対し、日本語指導及び教科指導を行う。 

   ・期間：4月～3月(毎日開設) 

  ・指導員：15校12人、日本語指導補助員13人（市費11人、県費2人） 

   ・場所：市内15校 

 （拠点校）西小・江東小・西中・西部中 

 （準拠点校）東小・北小・日新小・安井小・宇留生小・静里小・綾里小・中川小・ 

小野小・荒崎小・江並中 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

3 「外国人

児童生徒

のための

放課後支

援教室」

開催事業 

まちづく

り推進課 

学習支援を必要とする外国人児童生

徒を対象に放課後支援教室を開催す

る。また、夏休み期間中に、「夏休み

宿題サポートルーム」を開催する。 

⑴ 放課後支援教室（週2回（火・金曜

日）） 

・場所：大垣市総合福祉会館 

⑵ 夏休み宿題サポートルーム 

・場所：大垣市総合福祉会館 

学習支援を必要とする外国人児童

生徒を対象に放課後支援教室を開催

した。 

⑴ 放課後支援教室 

・小学生：90回、参加者延745人 

・中学生：90回、参加者延683人 

⑵ 夏休み宿題サポートルーム 

・5日間、参加者29人 

A 継続 

令和8年度計画 

学習支援を必要とする外国人児童生徒を対象に放課後支援教室を開催する。また、夏休

み期間中に、「夏休み宿題サポートルーム」を開催する。 

⑴ 放課後支援教室（週2回（火・金曜日）） 

・場所：大垣市総合福祉会館 

⑵ 夏休み宿題サポートルーム 

・場所：大垣市総合福祉会館 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

4 「多文化

共生サポ

ーター」

派遣事業 

まちづく

り推進課 

市内小学校や放課後支援教室等か

らの要請に応じて、外国人児童の学習

を支援するサポーターを派遣する。 

市内小学校に、「多文化共生サポー 

ター」を派遣した。 

・派遣先：日新小、西小、江東小、     

中川小、荒崎小、青墓小 

・派遣者：サポーター兼コーディネー

ター1人、サポーター6人 

A 継続 

令和8年度計画 

市内小学校や放課後支援教室等からの要請に応じて、外国人児童の学習を支援する  

サポーターを派遣する。 
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№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

5 プレスク

ール「き

らきら教

室」開催

事業 

まちづく

り推進課 

外国人児童5歳児を対象に、在籍す

る保育園等を巡回して個別に指導す

る「巡回指導」と、集団で模擬授業体

験等を行う「集団指導」を実施する。 

⑴  巡回指導（各保育園等：1人12～23

回） 

⑵  集団指導（市内施設：5 回） 

 

就学前の外国人児童が日本の小学

校に適応できるよう日本語指導を行

った。 

⑴ 巡回指導（保育園等） 

参加児童：53人（平均14回／人） 

⑵ 集団指導（5回） 

参加児童：平均29人／回 

A 継続 

令和8年度計画 

外国人児童5歳児を対象に、在籍する保育園等を巡回して個別に指導する「巡回指導」

と、集団で模擬授業体験等を行う「集団指導」を実施する。 

⑴ 巡回指導（各保育園等：1人12～23回） 

⑵ 集団指導（市内施設：5 回） 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

6 外国人学

校日本語

講師派遣

事業 

大垣国際

交流協会 

ＨＩＲＯ学園に日本語指導者を派

遣し、在校する外国人児童生徒に日本

語を指導する。 

・毎週3回（1回2時間）×4週間×12か  

 月 

講師派遣 

・毎週1回（1回6時間）×4週間×12か

月 

・指導者数のべ2人 

A 継続 

令和8年度計画 

ＨＩＲＯ学園に日本語指導者を派遣し、在校する外国人児童生徒に日本語を指導する。 

・毎週1回（1回6時間）×4週間×12か月 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

7 日本語教

室託児ル

ーム事業 

大垣国際

交流協会 

大垣国際交流協会が実施する日本

語教室に託児ルームを設け、日本語に

親しむビデオ教材等を上映すること

で、早い段階から日本語に親しむ環境

を提供する。 

⑴日本語教室託児ルームを設置する

講座 

・レベル1（10回×3期） 

・レベル2（10回×3期） 

 託児ルームを設置するも、託児希望

者がいなかったため実績なし。 

A 継続 

令和8年度計画 

大垣国際交流協会が実施する日本語教室に託児ルームを設け、日本語に親しむビデオ教

材等を上映することで、早い段階から日本語に親しむ環境を提供する。 

⑴ 日本語教室託児ルームを設置する講座 

・レベル1（10回×3期） 

・レベル2（10回×3期） 
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施策の方向1-⑵の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

プレスクール「きらきら教室」集

団指導開催（回） 

Ａ目標値 5 5 5 

Ｂ実績値 5 5  

達成率(B/A) 100％ 100%  

 

◎基本目標２：多言語対応の推進 

２-⑴ 多言語による相談体制の充実(9事業) 

施策内容 
市役所の各窓口や市民病院等における通訳の配置など、日本語能力が不足する外国人市民のため

に、広範な相談に多言語で対応する体制を充実します。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

1 外国人市

民相談事

業 

まちづく

り推進課 

まちづくり推進課に通訳を配置し、

外国人市民の生活相談に対応する。 

・ポルトガル語相談員2人、英語相談

員1人、中国語相談員1人 

 

まちづくり推進課に通訳を配置し、

外国人市民の生活相談に対応した（ポ

ルトガル語相談員 2人、英語相談員 1

人、中国語相談員 1人）。 

・相談件数 6,372件 

A 継続 

令和8年度計画 

まちづくり推進課に通訳を配置し、外国人市民の生活相談に対応する。 

・ポルトガル語相談員2人、英語相談員1人、中国語相談員1人 

 

  事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

  大垣国際

交流協会 

大垣国際交流協会において、ポルト

ガル語・中国語・英語による相談窓口

を設置し、随時、外国人市民の生活相

談に対応する。 

・ポルトガル語による相談 

  開催日/日曜日 

・中国語による相談 

  開催日/毎日（休館日を除く） 

・英語による相談 

  開催日/毎日（休館日を除く） 

 

相談件数 494件 

 ・ポルトガル語 344件 

 ・中国語 114件 

 ・英語   2件 

 ・やさしい日本語 34件 

※電話での相談件数を含む A 継続 

令和8年度計画 

大垣国際交流協会において、ポルトガル語・中国語・英語による相談窓口を設置し、随

時、外国人市民の生活相談に対応する。 

・ポルトガル語による相談 開催日/日曜日 

・中国語による相談 開催日/毎日（休館日を除く） 

・英語による相談 開催日/毎日（休館日を除く） 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

2 通訳サー

ビス活用

事業 

まちづく

り推進課 

31言語の機械通訳と12言語のビデ

オ通訳が可能な通訳サービスを活用

し、市役所窓口における外国人市民へ

の相談業務に対応する。 

通訳サービスを活用し、外国人市民

への相談業務に対応した。 

・台数：1台 

・対応言語数：31言語 

A 継続 
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令和8年度計画 

32言語の機械通訳と12言語のビデオ通訳が可能な通訳サービスを活用し、市役所窓口に

おける外国人市民への相談業務に対応する。 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

3 ポルトガ

ル語保育

支援員巡

回事業 

保育課 ポルトガル語保育支援員が通訳と

して巡回することにより、言葉の壁が

ある園児や保護者をサポートし、園と

の円滑なコミュニケーションを図る

ための体制を充実する。 

・ポルトガル語保育支援員：2人 

 

ポルトガル語保育支援員の巡回に

より、言葉の壁のある園児と保護者を

サポートした。 

・ポルトガル語保育支援員：2 人 A 継続 

令和8年度計画 

ポルトガル語保育支援員が通訳として巡回することにより、言葉の壁がある園児や保護

者をサポートし、園との円滑なコミュニケーションを図るための体制を充実する。 

・ポルトガル語保育支援員：2人 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

4 外国人市

民医療通

訳提供事

業 

医事課 外国語通訳を市民病院に配置し、外

国人市民が医療を受けやすい環境を

整備する。 

・ポルトガル語通訳3人の配置を継続

する。 

・中国語通訳1人を週2回配置する。 

・岐阜県が推進する「医療通訳ボラン 

 ティア事業」を継続利用する。 

 

・ポルトガル語通訳配置：3人 

・中国語通訳配置：1人（週2回～3回） 

・医療通訳ボランティア斡旋事業を継

続利用（件数は0件） 

A 継続 

令和8年度計画 

外国語通訳を市民病院に配置し、外国人市民が医療を受けやすい環境を整備する。 

・ポルトガル語通訳3人の配置を継続する。 

・中国語通訳1人を週2回配置する。 

・岐阜県が推進する「医療通訳ボランティア斡旋事業」を継続利用する。 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

5 外国人保

護者就学

相談事業 

学校教育

課 

 市内各学校で開催する進路説明会

に翻訳文書を準備する。通訳者による

サポートとして、外国人保護者に対し

て多言語による就学に関する相談及

び情報提供を行う。          

・就学説明会での翻訳文書の準備や、

通訳者によるサポートを行った。10

人(2月開催)                 

・「プレスクール事業」において、講

師を派遣した。（9月開催） 

A 継続 

令和8年度計画 

 市内各学校で開催する進路説明会に翻訳文書を準備したり外に翻訳文書を準備したり、

通訳者によるサポートとして、外国人保護者に対して多言語による就学に関する相談及び

情報提供を行う。国人生徒及び保護者を対象とした進路説明会・相談会を開催する。          
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№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

6 外国人生

徒進路相

談事業 

学校教育

課 

外国人生徒及び保護者を対象とし

た進路説明会を開催する。          

・進路説明会：6月 

進路説明会及び進路相談会を開催

した。 

・6月14日（土）参加数：8人    

                   

A 継続 

令和8年度計画 

外国人生徒及び保護者を対象とした進路説明会・相談会を開催する。 

・進路説明会・相談会：6月 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

7 行政書士

による外

国人市民

行政相談

会開催事

業 

大垣国際

交流協会 

外国人市民を対象とした行政書士

による行政相談会（ビザの更新や国際

結婚・離婚の手続き等）を開催する。 

・日時：毎月第1日曜日13時～15時 

・場所：大垣国際交流協会 

・相談時間：30分/人＜予約制＞ 

行政相談会を開催した。 

・実施回数：1回 

・相談件数：1件 
A 継続 

令和8年度計画 

外国人市民を対象とした行政書士による行政相談会（ビザの更新や国際結婚・離婚の手

続き等）を開催する。 

・日時：毎月第1日曜日 13時～15時 

・場所：大垣国際交流協会 

・相談時間：30分/人＜予約制＞ 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

8 ポルトガ

ル語によ

るこころ

の相談会

開催事業 

大垣国際

交流協会 

 ブラジル出身の心理カウンセラー

が外国人市民からのこころの悩みに

対する相談を受け付ける。 

・日時：毎月第2日曜日9時～14時 

・場所：大垣国際交流協会 

・相談時間：50分/人＜予約制＞ 

 

 

 

こころの相談会を開催した。 

・実施回数：11回 

・相談件数：52件 

 

A 継続 

令和8年度計画 

 ブラジル出身の心理カウンセラーが外国人市民からのこころの悩みに対する相談を受

け付ける。 

・日時：毎月第2日曜日 9時～14時 

・場所：大垣国際交流協会 

・相談時間：50分/人＜予約制＞ 
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№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

9 外国人市

民のため

の弁護士

による法

律相談事

業 

大垣国際

交流協会 

 外国人市民を対象とした弁護士に

よる法律相談を開催する。 

・日時：毎月第4日曜日 13時～15時 

・場所：大垣国際交流協会 

・相談時間：30分/人＜予約制＞ 

法律相談を開催した。 

・実施回数：7回 

・相談件数：9件 

 

A 継続 

令和8年度計画 

外国人市民を対象とした弁護士による法律相談を開催する。 

・日時：毎月第4日曜日 13時～15時 

・場所：大垣国際交流協会 

・相談時間：30分/人＜予約制＞ 

 

施策の方向2-⑴の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

まちづくり推進課に通訳を配置

し、外国人市民の相談に対応（通

訳人数） 

Ａ目標値 4 4 4 

Ｂ実績値 4 4  

達成率(B/A) 100％ 100%  

 

２-⑵ 多様な方法による生活情報等の多言語提供(6事業) 

施策内容 

外国人市民に必要な生活情報や行政情報を、多言語または「やさしい日本語」を用いて提供します。

その方法には、ＳＮＳなどＩＣＴを活用するほか、支援団体等による紙媒体での配布など、多様なル

ートを構築します。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

1 「外国人

市民のた

めのくら

しのガイ

ド ブ ッ

ク」配布

事業 

まちづく

り推進課 

外国人市民が本市で暮らすうえで

の生活ルールやマナー、生活習慣等を

知ることができるガイドブックをポ

ルトガル語、中国語、英語、やさしい

日本語、ベトナム語で提供する。 

 外国人市民が生活ルールやマナー、

生活習慣等を知ることができるガイ

ドブックを「ポルトガル語版」「中国

語版」「英語版」「やさしい日本語版」

「ベトナム語版」で提供した。 

A 継続 

令和8年度計画 

外国人市民が生活ルールやマナー、生活習慣等を理解できるよう、ポルトガル語、中国

語、英語、やさしい日本語、ベトナム語でガイドブックを作成し、必要に応じて配布して

いる。従来の冊子配布から、QRコードによりPDFデータで情報提供することで、いつでも

どこでも閲覧できるよう変更する。 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

2 ポルトガ

ル語情報

誌「アミ

ーゴ」発

行事業 

まちづく

り推進課 

広報おおがきの記事のほか、関係機

関から提供された情報の中から、外国

人の役に立つ情報を掲載したポルト

ガル語情報誌「アミーゴ」を発行し、

関係機関に配布するほか市ホーム  

ページに掲載する。 

・配布数：毎月1回計12回、 

700部/回 

広報「おおがき」から外国人市民に  

とって有用な情報を抜粋してポルト

ガル語に翻訳し、毎月発行した。 

・発行回数：12回（毎月） 

・発行部数：600部/回 
A 継続 
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令和8年度計画 

令和8年度からアプリ「マチイロ」により広報おおがきの多言語閲覧が可能となった。

紙媒体で情報提供してきたアミーゴについて、令和8年９月までの発行とし、「マチイロ」

に移行していく。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

3 外国語メ

ール配信

事業 

まちづく

り推進課 

日本語が不十分な外国人市民のた

め、外国人市民の役に立つ情報を、ポ

ルトガル語、英語及びやさしい日本語

でメール配信する。 

・配信数：週1回 

・内容：健康診断、ゴミ出し変更日、

各種納税日、イベント情報等 

市政情報等、外国人市民にとって有

用な情報を、ポルトガル語、英語、や

さしい日本語でメール配信した。 

・年度末登録者数 

ポルトガル語：433人 

（前年度末 451人） 

英語・やさしい日本語：338人 

（前年度末 344人） 

・配信回数 

ポルトガル語：70回、 

英語・やさしい日本語：58回 

 

A 継続 

令和8年度計画 

日本語が不十分な外国人市民のため、外国人市民の役に立つ情報を、ポルトガル語、英

語及びやさしい日本語でメール配信する。 

・配信数：週1回 

・内容：健康診断、ゴミ出し変更日、各種納税日、イベント情報等 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

4 フェイス

ブック情

報提供事

業 

まちづく

り推進課 

⑴ ＳＮＳ「フェイスブック」を活用し、

行政情報を多言語（ポルトガル

語・英語）及びやさしい日本語で

外国人市民に提供する。 

⑵ 令和9年の改正入管法の施行によ

り、滞在資格の「技能実習」が「育

成就労」へ移行する。これに伴い

更に外国人の増加が見込まれる

ため、現在提供している言語に加

え、ベトナム語等の必要性につい

て調査する。 

⑴ ＳＮＳ「フェイスブック」を活用し、

外国人市民に、行政情報をポルト

ガル語、英語、やさしい日本語で

提供した。 

・年度末フォロワー数 333人 

（前年度末 326人） 

・記事配信数 50本 

⑵ ベトナム語等の対応の必要性につ

いて、国際交流協会、窓口サービ

ス課等に聞き取り調査を実施し

た。 

A 継続 

令和8年度計画 

ＳＮＳ「フェイスブック」を活用し、行政情報を多言語（ポルトガル語・英語）及びや

さしい日本語で外国人市民に提供する。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

5 微信情報

提供事業 

まちづく

り推進課 

ＳＮＳ「微信」を活用し、行政情報

を中国語で外国人市民に提供する。 

ＳＮＳ「微信」を活用し、外国人市

民に、行政情報を多言語で提供した。 

・年度末フォロワー数：256人 

（前年度末 256人） 

・記事配信数：53件 

A 継続 
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令和8年度計画 

ＳＮＳ「微信」を活用し、行政情報を中国語で外国人市民に提供する。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

6 行政情報

等多言語

提供事業 

まちづく

り推進課 

⑴ 行政情報を多言語（ポルトガル語・

英語・中国語）に翻訳し、外国人

市民に提供する。 

⑵ 令和9年の改正入管法の施行によ

り、滞在資格の「技能実習」が「育

成就労」へ移行する。これに伴い

更に外国人の増加が見込まれる

ため、現在提供している言語に加

え、ベトナム語等の必要性につい

て調査する。 

⑴ 庁内各課からの要請に応じ行政文

書を翻訳し、外国人市民に情報提

供した。 

・翻訳件数 414件 

（件数はポ、中、英それぞれ1件と数

える） 

⑵ ベトナム語等の対応の必要性につ

いて、国際交流協会、窓口サービ

ス課等へ聞き取り調査を実施し

た。 

A 継続 

令和8年度計画 

行政情報を多言語（ポルトガル語・英語・中国語）に翻訳し、外国人市民に提供する。 

 

施策の方向2-⑵の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

外国人市民にとって有用な情報

を多言語で毎週メール配信（回） 

Ａ目標値 52 52 52 

Ｂ実績値 63 58  

達成率(B/A) 121.2％ 115.4%  

 

◎基本目標３：相互理解の促進 

３-⑴ 日本人市民の多文化共生理解の促進(5事業) 

施策内容 
多文化共生への理解を促進するため、小中学校における国際理解教育や、フレンドリーシティ交流

の推進、日本人市民に外国文化を紹介する講座等を実施します。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

1 国 際 理

解 教 育

推 進 事

業 

学 校 教

育課（中

川 小 学

校） 

中川小学校において、次の活

動を行う。 

・ファンタイム（Fun Time） 

  毎日、ALTと児童、教諭によ

る全校テレビ放送を行う。 

 クイズ形式による英単語の   

紹介など楽しく英語に親し

むものとする。 

・オーストラリアの姉妹校コー

フィールド小学生とのオン

ライン交流 

   1年～6年 英語クラブ 

中川小学校において、次の活動を行った。 

・ファンタイム（Fun Time） 

 毎週（水・金）、ALTと児童、教諭による全校

テレビ放送を行った。英語による好きなもの

紹介、英語の歌や英単語の練習などで英語に

親しんだ。 

・コーフィールド小学校とのオンライン交流 

英語クラブ：テーマ別交流 

 

 

A 継続 

令和8年度計画 

中川小学校において、次の活動を行う。 

・ファンタイム（Fun Time） 
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毎週（水・金）、ALTと児童、教諭による全校テレビ放送を行う。 

クイズ形式による英単語の紹介、英語の歌など楽しく英語に親しむものとする。 

・オーストラリアの姉妹校コーフィールド小学生との交流（オンライン及び来校による対面

での交流）  

1年～6年、英語クラブ 

 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

2 国 際 理

解 講 座

開 催 事

業 

大 垣 国

際 交 流

協会 

子どもを含む地域の住民の多

文化共生意識を醸成するため、

国際理解・国際交流に資する講

座を開催する。 

・国際理解ワークショップ 

時期：8月、1月（全2回） 

場所：スイトピアセンタ― 

定員：各回24人 

 

 

国際理解ワークショップの実施 

回数：2回（パキスタン編・ペルー編） 

場所：スイトピアセンター料理実習室 

・参加者数：22人（パキスタン編） 

23人（ペルー編） 
A 継続 

令和8年度計画 

子どもを含む地域の住民の多文化共生意識を醸成するため、国際理解・国際交流に資する

講座を開催する。 

・多文化紹介講座 時期：8月、1月（全2回） 

場所：スイトピアセンタ― 

定員：各回30人程度 

 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

3 フ レ ン

ド リ ー

シ テ ィ

交 流 事

業 

ま ち づ

く り 推

進課 

大 垣 国

際 交 流

協会 

本市の未来を担う子どもた

ちの国際意識を高め、国際感覚

に優れた人材を育成するため、

フレンドリーシティ派遣・受入

事業を行う。 

⑴ 派遣事業（3都市） 

・小・中学生中国・邯鄲市派遣 

・中学生ベルギー・ナミュール

市派遣 

・高校生米国・ビーバートン市、 

ユージーン市派遣 

⑵ 受入事業（2都市） 

・中国・邯鄲市学生訪問団受入 

・ドイツ・シュツットガルト市

学生訪問団受入 

⑴ 派遣事業（2都市） 

・中学生ベルギー・ナミュール市派遣 

（中学生10人、引率3人） 

・高校生米国・ビーバートン市、ユージーン市

派遣 

（高校生10人、引率3人）  

※小・中学生中国邯鄲市派遣は邯鄲市側から延

期申入れを受け中止 

⑵ 受入事業（1都市） 

・ドイツ・シュツットガルト市学生訪問団受入

（中・高校生13人、引率2人） 

※中国・邯鄲市学生訪問団の受け入れは邯鄲市

側の都合により中止 

 

 

 

 

 

A 継続 
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令和8年度計画 

本市の未来を担う子どもたちの国際意識を高め、国際感覚に優れた人材を育成するため、

フレンドリーシティ派遣・受入事業を行う。 

⑴ 派遣事業（3都市） 

・小・中学生オーストラリア・グレンアイラ市派遣 

・中学生ドイツ・シュツットガルト市派遣 

・高校生米国・ビーバートン市、ユージーン市派遣 

⑵ 受入事業（3都市） 

・中国・邯鄲市学生訪問団受入 

・ベルギー・ナミュール市学生訪問団受入 

・オーストラリア・グレンアイラ市学生訪問団受入 

  事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

  大 垣 市

体 育 連

盟 

フレンドリーシティとのス

ポーツ交流を通して、競技力の

向上及び相互理解の促進を図

る。 

⑴ ドイツ（シュツットガルト

市）青少 

  年・指導者派遣 

 （令和8年度継続事業） 

  令和8年3月下旬～4月上旬 

⑵ 韓国（昌原市）青少年スポ

ーツ 

 相互交流受入 

令和7年8月下旬 

 

(実施) 

⑴ドイツ（シュツットガルト市）青少 

  年・指導者派遣事業 

 （令和8年度継続事業）  

・期間 令和7年3月27日～4月6日       

・人数 13人 

 (延期) 

⑵韓国（昌原市）青少年スポーツ相互交流受入

事業 

 ※昌原市のサッカーチームの組織整備が不十

分であることと、財政状況の影響 

A 継続 

令和8年度計画 

 フレンドリーシティとのスポーツ交流を通して、競技力の向上及び相互理解の促進を図

る。 

⑴ ドイツ（シュツットガルト市）青少年・指導者受入 令和8年5月下旬 

⑵ 韓国（昌原市）青少年スポーツ相互交流受入  令和8年8月下旬 

  事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

  Ｗ Ｉ Ｎ

Ｇ 

アメリカ・オレゴン州から高

校生ホームステイグループを

受け入れ、市民との交流を図

る。 

オレゴン高校生教育ホームステイグループを

受け入れ、ホームステイ、アメリカンセミナー、

学校訪問等を通して、交流を図った。 

期間：令和7年6月20日～25日 

人数：21人（高校生18人、引率者2人、団長1人） 

 

A 継続 

令和8年度計画 

アメリカ・オレゴン州から高校生教育ホームステイグループを受け入れ、市民との交流を

図る。 
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№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

4 人 権 講

演 会 開

催事業 

社 会 教

育 ス ポ

ーツ課 

多文化共生の考え方を含む

人権意識啓発の場として、市民

向け講演会を開催する。 

⑴ 心のふれあい講座 

（10月 4回開催） 

⑵ 人権・同和問題をみんなで

考える学習会（12月開催） 

⑶ 人権・同和教育講演会（11

月開催） 

⑷ 人権啓発講演会（1月開催） 

 

また、人権学習資料（令和7

年度版大垣市人権作文集）を

800部作成し配布する。 

 

⑴ 心のふれあい講座  

参加者：84人  

講師：岐阜市子ども・若者総合支援センター「エ

ールぎふ」山﨑 由春氏  

会場：三城地区センター他3会場 

⑵ 人権・同和問題をみんなで考える学 

習会  

参加者：33人  

講師：岐阜県人権啓発センター人権 

啓発指導員 佐野 篤氏  

会場：若森会館（12/1） 

⑶ 人権・同和教育講演会 

参加者：141人 

講師：人権エデュ.COM代表  

坂田 良久氏  

会場：大垣市情報工房5階スインクホール

（11/21） 

⑷ 人権啓発講演会  

参加者：158人  

・講師：作家・僧侶（高野山本山布教師）家田 

荘子氏  

・会場：大垣市情報工房 5階スインクホール

（1/24） 

⑸ 人権学習資料（令和7年度版大垣市人権作文

集）800部作成・配布 

 

 

 

 

A 継続 

令和8年度計画 

多文化共生の考え方を含む人権意識啓発の場として、市民向け講演会を開催する。 

⑴ 心のふれあい講座（10月 4回開催） 

⑵ 人権・同和問題をみんなで考える学習会（12月開催） 

⑶ 人権・同和教育講演会（11月開催） 

⑷人権啓発講演会（1月開催） 

人権学習資料（令和8年度版大垣市人権作文集）を800部作成し配布する。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

5 人権 

Letter

発 行 事

業 

人 権 擁

護 推 進

室 

外国人を含む人権意識の高

揚を図るため、人権Letterを年

2回発行する。 

人権Letterの発行 

・年2回発行（8月・2月） 

・発行部数57,500部/回 

A 継続 

令和8年度計画 

 外国人を含む人権意識の高揚を図るため、人権Letterを年2回発行する。 
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施策の方向3-⑴の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

【国際交流協会】国際理解ワーク

ショップの実施（回） 

Ａ目標値 2 2 2 

Ｂ実績値 2 2  

達成率(B/A) 100％ 100%  

 

３-⑵ 外国人市民の日本文化等理解の促進(2事業) 

施策内容 
外国人市民に日本の習慣、地域社会での日常ルールなどを学ぶ機会や日本文化を体験する交流機会

を提供することで、日本に対する理解を深めます。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

1 地域国際

交流事業 

大垣国際

交流協会 

 日本人市民と外国人市民が交流し、 

互いの文化の理解につながる行事を 

開催する。 

⑴ 外国人市民のための日本文化講座 

⑵ 外国人市民のための神輿体験 

 （10月：十万石まつりへの参加） 

⑶ 外国人市民のための浴衣着付け体 

  験 

 （8月：納涼盆踊り大会への参加） 

⑴ 外国人市民のための日本文化講座 

（和服体験）  

・3回（延べ8人参加） 

⑵ 外国人市民のための神輿体験 

 （10月：十万石まつりへの参加） 

・参加者数20人 

A 継続 

令和8年度計画 

日本人市民と外国人市民が交流し、互いの文化の理解につながる行事を開催する。 

⑴ 外国人市民のための日本文化講座 

 （和服体験 年12回） 

⑵ 外国人市民のための神輿体験 

 （10月：十万石まつりへの参加） 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

2 国際交流

活動助成

事業 

大垣国際

交流協会 

民間団体が実施する国際交流活動

等の事業を助成し、民間ベースの国際

交流活動を支援する。 

・1事業あたり8万円(最大8事業) 

 

3団体3事業に助成 

・国際交流ボランティアグループWING 

・ネオダール会 

・日本国際ポスター美術館 

A 継続 

令和8年度計画 

民間団体が実施する国際交流活動等の事業を助成し、民間ベースの国際交流活動を支援

する。 

・1事業あたり8万円(最大8事業) 

 

施策の方向3-⑵の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

【国際交流協会】民間団体が実施

する国際交流活動等の事業助成

（件） 

Ａ目標値 1 1 1 

Ｂ実績値 7 3  

達成率(B/A) 700％ 300%  
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◎基本目標4：災害対策の推進 

４-⑴ 災害に備えるための体制整備（5事業） 

施策内容 

外国人市民に対して、多言語または「やさしい日本語」による防災訓練等により防災意識の向上を

図ります。合わせて、被災時における外国人市民への情報伝達や、多言語で相談に対応する体制など、

実際の災害を想定した準備を進めます。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

1 外国人市

民防災啓

発事業 

 

まちづく

り推進課

危機管理

課大垣国

際交流協

会 

大垣国際交流協会が実施する外国

人向け日本語教室の一環として、防災

講習会を開催する。 

 

大垣国際交流協会が実施する外国

人向け日本語教室の一環として、県と

連携し「日本の災害を学ぶための講

座」を開催した。 

開催日：令和8年2月8日 

 

A 継続 

令和8年度計画 

大垣国際交流協会が実施する外国人向け日本語教室の一環として、県と連携し「日本の

災害を学ぶための講座」を開催する。 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

2 多言語に

よる指定

避難所等

の案内 

まちづく

り推進課 

危機管理

課 

⑴ 防災アプリを活用して指定避難所

等への地図案内を行うなど、外国

人市民が災害に備えるための支

援を実施する。 

⑵ 令和9年の改正入管法の施行によ

り、滞在資格の「技能実習」が「育

成就労」へ移行する。これに伴い

更に外国人の増加が見込まれる

ため、現在提供している言語に加

え、ベトナム語等の必要性につい

て調査する。 

⑴ おおがき防災フェス2025において、

外国人向けの防災啓発や外国人

への対応に関する啓発を行った。

また外国人県民向け「日本の災害

を学ぶための講座」（大垣市）に

おいて、特に水害・地震時の行動

を中心に、やさしい日本語と実物

資料（洪水ハザードマップ・防災

ハンドブック）を用いて説明を行

った。 

⑵ ベトナム語等の対応の必要性につ

いて、国際交流協会等へ聞き取り

調査を実施した。 

A 継続 

令和8年度計画 

指定避難所内に設置される指定避難所看板の多言語表記を推進するとともに、防災アプ

リを活用して指定避難所等への地図案内を行うなど、外国人市民が災害に備えるための支

援を実施する。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

3 避難所運

営の多言

語対応の

推進 

まちづく

り推進課 

危機管理

課 

ポルトガル語、中国語、英語に翻訳

した災害時多言語表示シートに加え、

ベトナム語等の必要性について調査

する。 

ベトナム語等の対応の必要性につ

いて国際交流協会等へ聞き取り調査

を実施した。 
A 継続 

令和8年度計画 

引き続きベトナム語等の必要性について調査を行うとともに、新たな在留外国人のニー

ズを把握し、多言語支援の拡充に向けた方策を検討する。 
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№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

4 外国人防

災リーダ

ーによる

防災啓発 

まちづく

り推進課 

 

外国人防災リーダーによる外国人

市民への防災啓発を行う。 

外国人市民向けの防災講習会にお

いて、外国人防災リーダーが講師を務

め、防災啓発を行った。 

・回数：2回 

・日時：12月23日、1月15日 

・場所：HIRO学園 

 

A 継続 

令和8年度計画 

外国人防災リーダーによる外国人市民への防災啓発を行う。 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

5 地域防災

訓練への

外国人市

民の参加 

まちづく

り推進課 

危機管理

課 

自治会と協力し、地域で開催される

防災訓練において、地域在住外国人の

参加を促し、防災力向上とともに、地

域レベルでの交流促進を図る。 

 

市の防災ポータルサイトの紹介や、

防災訓練（おおがき防災フェス）への

参加について、ポルトガル語、英語、

中国語、やさしい日本語に翻訳し、メ

ール配信及びフェイスブック（中国語

は微信）を通じて呼びかけた。 

A 継続 

令和8年度計画 

自治会と協力し、地域で開催される防災訓練において、地域在住外国人の参加を促し、

防災力向上とともに、地域レベルでの交流促進を図る。 

 

 

施策の方向4-⑴の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

外国人防砂氏リーダーによる外

国人市民への防災啓発（回） 

Ａ目標値 1 1 1 

Ｂ実績値 1 1  

達成率(B/A) 100％ 100%  

 

◎基本目標５：外国人市民の活躍の促進 

５-⑴ 社会参画・市民協働の促進（4事業） 

施策内容 

外国人市民の意見を広く聴くため、さまざまな機会を活用した意見交換等に取り組みます。 

合わせて、外国人を雇用する企業や市民団体等との連携により、外国人市民が活躍する場の拡大を

図ります。 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

1 多文化共

生推進会

議開催事

業 

まちづく

り推進課 

「大垣市多文化共生推進会議」に外

国にルーツを持つ市民委員が参加し、

その意見を施策や事業等に反映させ

る。 

「大垣市多文化共生推進会議」を開

催し、「大垣市多文化共生推進指針」

の実施状況や、本市に必要な多文化共

生施策について議論を行った。 

⑴ 会議開催回数 1回 

⑵ 議題 大垣市多文化共生推進指 

針の令和6年度事業実績・令和7年度

事業計画について ほか 

A 継続 
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令和8年度計画 

「大垣市多文化共生推進会議」に外国にルーツを持つ市民委員が参加し、その意見を施

策や事業等に反映させる。 

 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績   

2 外国籍の

子ども進

学支援事

業 

まちづく

り推進課 

外国にルーツを持つ子ども達が、就

学や進学等の希望を叶え、将来、地域

で活躍できるよう、義務教育年齢を超

えた子ども（15～19歳）を対象に就

学・進学の支援や、進路相談等を行う。 

義務教育年齢を超えた外国にルーツ

を持つの子ども（15～19歳）を対象に、

就学・進学の支援や、進路相談等を行

った。 

・相談者：10人 

・学習サポート、相談対応回数 

：113回 

A 継続 

令和8年度計画 

外国にルーツを持つ子ども達が、就学や進学等の希望を叶え、将来、地域で活躍できる

よう、義務教育年齢を超えた子ども（15～19歳）を対象に就学・進学の支援や、進路相談

等を行う 

№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

3 外国人市

民就業・

起業情報

提供事業 

商工観光

課 

雇用・就労支援センターにおいて、

外国人の就労を希望される方に対応

するため、ハローワークより通訳を1

名配置する。 

また、厚生労働省等から提供をうけ

るチラシやポスター等の有用な情報

を次の場所に掲示する。 

・商工観光課 

・雇用・就労支援センター 

・勤労者総合福祉センター 

・職業訓練センター 

・大垣商工会議所 

・大垣市商工会 

雇用・就労支援センターにおいて、

外国人の就労を希望される方に対応

するため、ポケトークを配置し、ハロ

ーワークより通訳の派遣を実施。ま

た、厚生労働省等から提供をうけるチ

ラシやポスター等の有用な情報を次

の場所に掲示した。 

 ・商工観光課 

 ・雇用・就労支援センター 

 ・勤労者総合福祉センター 

 ・職業訓練センター 

 ・大垣商工会議所 

 ・大垣市商工会 

A 継続 

令和8年度計画 

 雇用・就労支援センターにおいて、外国人の就労を希望される方に対応するため、ポケ

トークを配置する。 

また、厚生労働省等から提供をうけるチラシやポスター等の有用な情報を次の場所に掲

示する。 

 ・商工観光課 

 ・雇用・就労支援センター 

 ・勤労者総合福祉センター 

 ・職業訓練センター 

 ・大垣商工会議所 

 ・大垣市商工会 
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№ 事業名 事業主体 令和7年度計画 令和7年度実績 
事業 

評価 

方向

性 

4 外国人市

民就業環

境改善情

報提供事

業 

商工観光

課 

厚生労働省からの各種制度改正等

の情報を、商工会議所や商工会に提供

する。 

 厚生労働省からの各種制度改正等

の情報を、商工会議所や商工会に提供

した。 

 

 

 

A 継続 

令和8年度計画 

厚生労働省からの各種制度改正等の情報を、商工会議所や商工会に提供する。 

 

施策の方向5-⑴の目標指標 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

外国にルーツを持つ子どもの進

学・就職支援相談会の開催（回） 

Ａ目標値 70 70 70 

Ｂ実績値 93 113  

達成率(B/A) 132.9% 161.4%  

 


